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熊本・上益城構想区域

推進区域対応方針
（案）

令和７年 月 策定

資料１
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令和6年3月28日付け厚生労働省医政局長通知の概要

○ 構想区域によっては、「病床機能報告上の病床数」と「将来の病床数の必要量」との間に大き
な差異が残っている区域があるため、当該差異について構想区域ごとに確認・分析を行った上で
地域の実情に応じた取組を進めていく必要。

○ 厚生労働省がR6年度前半に都道府県あたり１～２か所の推進区域及び当該推進区域のうち全国
に10～20か所程度のモデル推進区域を設定し、モデル推進区域においては、伴走支援を実施。

○ 都道府県は、R6年度中に推進区域の地域医療構想調整会議で協議を行い、当該区域における将
来のあるべき医療提供体制、医療提供体制上の課題、当該課題の解決に向けた方向性及び具体的
な取組内容を含む推進区域対応方針を策定し、推進区域対応方針に基づく取組を実施。

○ 医療機関は、県が策定した推進区域対応方針に基づき、各医療機関の対応方針の検証を行い、
必要に応じて見直しを行う。

○ 検証に当たっては、都道府県と医療機関が連携し、これまでに策定した医療機関の対応方針に
おける病床機能の見直し等の内容と区域対応方針に定める取組等との整合性が確保されているか
どうかの確認を行った上で、医療機関の対応方針の見直しの要否を含め、地域医療構想調整会議
で合意・確認すること。
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１．現状と課題

（人）

（出典）国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（令和５年推計）」より熊本県医療政策課作成
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令和４年度 令和７年度見込

12,990床 12,787床

平成２７年度

14,860床

（注１）表示単位未満を四捨五入しているため、合計が一致しない場合がある。
（注２）病床の必要量は、慢性期機能と在宅医療等の医療需要の一体推計など、一定の条件のもとに算定した推計値

地域医療構想における
令和７年度の
病床の必要量

（厚生労働省令算定式による）

11,819床
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○ 毎年度、病床機能報告制度により医療機関から病棟単位で病床機能等の報告を受け、当該報告等をもとに
地域医療構想調整会議での協議を行った。

○ 全医療機関で具体的対応方針を策定し、その内容や対応状況について、地域医療構想調整会議で協議を
行った。

○ 急性期病床が１,１８５床減少するとともに、回復期病床が１,０８７床増加し、回復期への転換が進んだ。（令和４
年度病床機能報告結果確定値）

○ 高度急性期については、高次の医療機関が集積している構想区域であり、新型コロナの感染症の流行時に
おける重症輪番体制など、県内全域から入院受入を行った。

（３）これまでの地域医療構想の取組み

（４）地域医療構想の進捗状況の検証方法、地域住民への周知方法等

○ 毎年度、病床機能報告を集計し、地域医療構想調整会議にて進捗状況を報告している。

○ 令和元年度までに策定した具体的対応方針を令和４年度及び令和５年度に再検証するとともに、全ての医
療機関の対応方針を策定。

○ 地域医療構想調整会議を公開で実施し、地域医療構想調整会議開催後に県ホームページで議事録等を公
開。
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【構想区域全体の対応方針】

○ 回復期病床の絶対数は不足しているものの、着実に増加してきており、１万人当たりの病床数
も県平均を上回っている状況も踏まえ、地域の実情に応じた医療機関の主体的な取組みを促進
することで不足する「回復期病床」の充足を図る。

○ そのため、各医療機関は、具体的対応方針に基づく自主的な取組みを着実に促進するととも
に、今後の人口の変化なども見据えた更なる機能分化・連携を進める。

○ 県は、各医療機関の具体的対応方針に基づく実施状況を病床機能報告等により確認するとと
もに、医療機関に対して補助制度を周知する等により、各医療機関の取組みを支援する。

２．今後の対応方針

【参考】県の支援策（令和６年度）

「不足する病床機能」以外の病床機能から「不足する病床機能」に転換を図る一般病床又は療養病床を有する
病院・有床診療所に対して施設・設備整備費用を助成する。

（上限額）基準面積(21㎡／床)×360千円 等 （補助率）1/2

回復期の病床機能を有する医療機関が実施する、回復期機能の強化に必要な医療機器等の購入費用を助成する。

（上限額）10,000千円/事業者 （補助率）1/3

①病床機能転換整備事業

②回復期病床機能強化事業

【将来のあるべき医療提供体制】

○ 高齢化が進展し、医療需要が増加する一方で、人材や施設などの医療資源が限られた中で
あっても、県民が安心して暮らしていくため、安定的かつ継続的にサービスを受けられるよう、患
者の状態に応じた質の高い医療を地域の関係者が連携することによって効率的に提供できる体
制。
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○ 各医療機関は具体的対応方針に基づき自主的な取組みを着実に実施する。

○ 今後の人口の変化などを見据え、これまでの対応方針を大きく見直す医療機関（政策医療を担う
中心的な医療機関等に限る）については、地域医療構想調整会議で協議を行う。

○ 県は、病床機能報告等により、各医療機関の具体的対応方針の実施状況を確認し、回復期へ
の転換を予定している医療機関や回復期病床の再稼働を検討している医療機関については、必
要に応じて、現在の見通しを確認し、支援制度の活用を促すなど、病床充足に向けた支援を行う。
○ 県は、引き続き、回復期の病床機能を有する医療従事者（理学療法士、作業療法士、言語聴覚
士等）の養成に取り組む団体への支援に取り組む。

３．具体的な計画

【２０２５年度末までのスケジュール】

推進区域対応方針の策定 ・具体的対応方針の実施状況の確認（病床機能報告等を活用）県

医療
機関

・医療機関に対する支援制度の周知

・具体的対応方針に基づく取組みの実施

・更なる機能分化・連携のための取組みの実施（必要に応じ）

・回復期の病床機能を有する医療従事者を養成の支援
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（人） （％）

熊本市
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（床） （床）
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（人） （％）

上益城郡
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